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�愛媛県告示第５７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日か

ら４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
新居浜店

新居浜市郷一丁目３５
５番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ヤマダホー

ルディングス
令和２年
１０月１日

令和５年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ヤマダ電機
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
山田 昇

株式会社ヤマダデン
キ
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
小林 辰夫

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（６件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…５９３

○ 土地改良事業の工事完了の届出………………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…５９６

○ 公共測量の実施の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…５９６

○ 都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧……………………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…５９６

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請の概要…………………………………………（東予地方局環境保全課）…５９６

○ 土地改良区役員の就退任の届出（５件）…………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…５９７

○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧……………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５９９

○ 道路の区域変更（県道西条�万線）…………………………………………………………………………………………（中予地方局�万高原土木事務所）…５９９
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愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
西条店

西条市周布１６５３番地
１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ヤマダホー

ルディングス
令和２年
１０月１日

令和５年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ヤマダ電機
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
山田 昇

株式会社ヤマダデン
キ
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
小林 辰夫

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
今治店

今治市東鳥生町四丁
目１６５０番３ 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ヤマダホー

ルディングス
令和２年
１０月１日

令和５年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ヤマダ電機
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
山田 昇

株式会社ヤマダデン
キ
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
小林 辰夫

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今

治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５８０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において



愛 媛 県 報令和５年５月１９日 第４０９号

５９５

��������������

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商工観光課並びに宇和島市役所において告示の日か

ら４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
宇和島店

宇和島市祝森１６１９番
１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ヤマダホー

ルディングス
令和２年
１０月１日

令和５年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ヤマダ電機
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
山田 昇

株式会社ヤマダデン
キ
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
小林 辰夫

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５８１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
西予店

西予市宇和町上松葉
３２６ 外９筆

大規模小売店舗を設置する者
の名称 株式会社ヤマダ電機 株式会社ヤマダホー

ルディングス
令和２年
１０月１日

令和５年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社ヤマダ電機
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
山田 昇

株式会社ヤマダデン
キ
群馬県高崎市栄町１
番１号
代表取締役
小林 辰夫

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八

幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第５８３号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５８４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、中予地方局長から次のとおり公共測量

を実施する旨の通知があった。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（数値図化、地図情報レベル２５００）

２ 作業期間 令和５年５月８日から

９月３０日まで

３ 作業地域 �万高原町 一円

�������
�愛媛県告示第５８５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画火葬場の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５８６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第４項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び新居浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友重機械工業株式会社

東京都品川区大崎２－１－１

代表取締役 下村 真司

２ 事業場の名称及び所在地

住友重機械工業株式会社愛媛製造所新居浜工場

新居浜市惣開町５－２

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第７４

号

４ 変更しようとする事項の内容

�愛媛県告示第５８２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地

域産業振興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

ヤマダ電機テックランド
新居浜店

新居浜市郷一丁目３５
５番地１ 外 駐車場の位置及び収容台数 １８１台 ７２台 令和６年

１月２日
令和５年
５月１日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ３箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 嘉市ヶ奥地区
（鬼北町） 令和５年２月２２日

ため池等整備事業 アチ谷地区
（鬼北町） 令和５年３月２４日
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特定施設の構造、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法、

排出水の汚染状態（排水系統別の汚染状態を含む）及び排出水の

量（排水系統別の量を含む）

５ 特定施設に関する事項

排水処理施設

６ 汚水等の処理施設に関する事項

排水処理施設

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

工場排水口（�１６）

�������
�愛媛県告示第５８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市梅本地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

退 任

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 主 要 寸 法

（全体）
縦２９，０００ミリメー
トル
横１９，０００ミリメー
トル
高さ６，５００ミリメー
トル

（全体）
縦２９，０００ミリメー
トル
横１９，０００ミリメー
トル
高さ８，１５０ミリメー
トル
（急速ろ過器）
縦６，２００ミリメート
ル
横３，１２０ミリメート
ル
高さ３，８１０ミリメー
トル

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１，７００立
方メートル処理

１日当たり７２０立方
メートル処理

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

ポリ塩化アルミニウ
ム０．１５キログラム、
活性炭７５キログラ
ム、水酸化ナトリウ
ム２．５キログラム、
ポリマー加圧浮上用
０．７キログラム、ポ
リマー脱水用３．５キ
ログラム

ポリ塩化アルミニウ
ム６０リットル、水
酸化ナトリウム ９
リットル、加圧浮上
ポリマー１．４キロリ
ットル、脱水ポリマ
ー０．１３キロリット
ル

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６

最大 １５

通常 ５

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６３５

最大 ７２０

通常 ２８０

最大 ７２０

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

（全体）
縦２９，０００ミリメー
トル
横１９，０００ミリメー
トル
高さ６，５００ミリメー
トル

（全体）
縦２９，０００ミリメー
トル
横１９，０００ミリメー
トル
高さ８，１５０ミリメー
トル
縦６，２００ミリメート
ル
横３，１２０ミリメート
ル
高さ３，８１０ミリメー
トル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，７００立
方メートル処理

１日当たり７２０立方
メートル処理

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１５．２
最大
３０．８

通常
６
最大
１５

通常
１５．５
最大
３０．８

通常
５
最大
２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
６３５
最大
７２０

通常
６３５
最大
７２０

通常
２８０
最大
７２０

通常
２８０
最大
７２０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．３

最大 ４．９

通常 １．６

最大 ８．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ５

通常 ２．５

最大 ８．７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２０

通常 ５

最大 ２０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ３

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，４５４

最大 ２，６１２

通常 １，８００

最大 １，９５０

備考 この他に、雨水専用排水口が１５箇所ある。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３

〃 宮 内 昭 紹 松山市北梅本町２０６６－２

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３－１

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７－３

〃 宮 内 裕 子 松山市北梅本町３１２３

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８

〃 奥 村 秀 彦 松山市北梅本町乙９４

〃 宮 内 敬 三 松山市北梅本町２３３１

〃 � 保 武 志 松山市南梅本町１１３３

〃 � 保 慶 生 松山市南梅本町６１１

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８－３

〃 奥 村 勝 広 松山市北梅本町１２７

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 高 市 英 司 松山市北梅本町６５１

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９

監 事 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７

〃 高 市 和 佳 松山市南梅本町甲３９２－１３
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�愛媛県告示第５８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市�保田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し
た旨の届出があった。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

退 任

�愛媛県告示第５８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市三町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市太山寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３

〃 宮 内 昭 紹 松山市北梅本町２０６６－２

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３－１

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７－３

〃 宮 内 � 司 松山市北梅本町７４１

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８

〃 永 井 英 雄 松山市北梅本町３０４１－１

〃 宮 内 敬 三 松山市北梅本町２３３１

〃 � 保 武 志 松山市南梅本町１１３３

〃 � 保 慶 生 松山市南梅本町６１１

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８－３

〃 奥 村 義 博 松山市北梅本町乙８５

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 奥 村 敞 八 松山市北梅本町甲１６－１

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９

監 事 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７

〃 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 秀 野 � 昭 松山市�保田町３６９

〃 秀 野 孝 治 松山市�保田町１１４－３

〃 沼 野 員 典 松山市�保田町３６５

〃 嶋 屋 忠 則 松山市�保田町３６７

〃 秀 野 慎 二 松山市�保田町１１５－３

〃 池 内 伸 明 松山市�保田町３２１－３

監 事 池 内 考 重 松山市�保田町３５３

〃 岡 敬 三 松山市�保田町１０８－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 秀 野 � 昭 松山市�保田町３６９

〃 池 内 考 重 松山市�保田町３５３

〃 沼 野 員 典 松山市�保田町３６５

〃 小 原 博 政 松山市衣山５丁目１－４８－１４０

〃 秀 野 孝 治 松山市�保田町１１４－３

〃 嶋 屋 忠 則 松山市�保田町３６７

監 事 秀 野 雄 二 松山市�保田町１１２－１

〃 秀 野 慎 二 松山市�保田町１１５－３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 健 一 松山市三町１丁目３－１０

〃 池 田 昌 裕 松山市三町３丁目５－２３

〃 石 丸 京 子 松山市三町２丁目６－１４

〃 石 丸 城 司 松山市三町３丁目１６－２４

〃 三 好 博 臣 松山市三町３丁目１３－２８

〃 高 石 年 雄 松山市三町２丁目１５－１１

〃 日 野 哲 雄 松山市三町２丁目４－１０

監 事 竹 村 元 收 松山市三町３丁目１４－１５

〃 小 椋 房 雄 松山市三町３丁目６－１０

〃 日 野 昭 松山市三町２丁目２－４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 健 一 松山市三町１丁目３－１０

〃 石 丸 城 司 松山市三町３丁目１６－２４

〃 石 丸 京 子 松山市三町２丁目６－１４

〃 三 好 博 臣 松山市三町３丁目１３－２８

〃 日 野 哲 雄 松山市三町２丁目４－１０

〃 大 西 � 利 松山市三町３丁目６－１５

〃 高 石 年 雄 松山市三町２丁目１５－１１

監 事 竹 村 元 收 松山市三町３丁目１４－１５

〃 小 椋 房 雄 松山市三町３丁目６－１０

〃 日 野 昭 松山市三町２丁目２－４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 田 克 己 松山市太山寺町１７３３－４

〃 渡 部 逸 人 松山市太山寺町１４８１－１

〃 和 田 庄 司 松山市太山寺町１８８５

〃 山 口 数 廣 松山市太山寺町２２８１－３

〃 渡 部 秀 夫 松山市太山寺町１１９８－４

〃 門 間 幸 治 松山市太山寺町５５５

〃 高 橋 新 作 松山市太山寺町２２８２－９

〃 岡 本 邦 � 松山市勝岡町２５１１

〃 武 智 敏 夫 松山市太山寺町５１５－３
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�愛媛県告示第５９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市西石井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５９２号
東温市下林下土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和５年５月１９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市下林下土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 東温市下林下土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和５年５月２２日から令和５年６月１６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�愛媛県告示第５９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和５年５月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 山 口 勝 博 松山市太山寺町２３３９－２

〃 芳之内 英 治 松山市勝岡町１２８１

〃 須之内 富 正 松山市太山寺町１０２８

監 事 上 森 實 松山市太山寺町１１０８－１０

〃 岡 本 成 峰 松山市勝岡町２５５０

〃 鵜 高 晴 耕 松山市太山寺町１５４８

〃 渡 部 記 佳 松山市太山寺町１５５４－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 田 克 己 松山市太山寺町１７３３－４

〃 小笠原 謙 二 松山市勝岡町２５４３

〃 渡 部 逸 人 松山市太山寺町１４８１－１

〃 山 口 数 廣 松山市太山寺町２２８１－３

〃 渡 部 秀 夫 松山市太山寺町１１９８－４

〃 門 間 成 孝 松山市太山寺町５９２

〃 高 橋 新 作 松山市太山寺町２２８２－９

〃 岡 本 成 峰 松山市勝岡町２５５０

〃 鵜 高 晴 耕 松山市太山寺町１５４８

〃 森 田 聡 松山市太山寺町甲４６４－４

〃 和 田 庄 司 松山市太山寺町１８８５

〃 須之内 芳 郎 松山市太山寺町１３７２

監 事 藤 井 公 平 松山市勝岡町２６７６

〃 上 森 實 松山市太山寺町１１０８－１０

〃 山 田 宣 之 松山市太山寺町１３７７

〃 渡 部 記 佳 松山市太山寺町１５５４－２

〃 白 石 壽 穂 松山市西石井５丁目９－３０

〃 渡 部 晴 幸 松山市西石井５丁目９－１０

〃 白 石 昌 光 松山市西石井６丁目１４－２７

〃 八 束 近 人 松山市西石井１丁目２－２７

〃 永 井 浩 昭 松山市西石井６丁目９－１０

〃 渡 部 正 三 松山市西石井５丁目１０－２２

監 事 白 石 英 明 松山市西石井５丁目１４－３３

〃 前 田 和 幸 松山市西石井４丁目４－２１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 岡 洋 司 松山市西石井４丁目８－２９

〃 白 石 惠 三 松山市西石井５丁目５－２８

〃 白 石 壽 穂 松山市西石井５丁目９－３０

〃 渡 部 晴 幸 松山市西石井５丁目９－１０

〃 白 石 昌 光 松山市西石井６丁目１４－２７

〃 八 束 近 人 松山市西石井１丁目２－２７

〃 永 井 浩 昭 松山市西石井６丁目９－１０

〃 渡 部 正 三 松山市西石井５丁目１０－２２

監 事 白 石 英 明 松山市西石井５丁目１４－３３

〃 前 田 和 幸 松山市西石井４丁目４－２１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 岡 洋 司 松山市西石井４丁目８－２９

〃 白 石 惠 三 松山市西石井５丁目５－２８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条�万線

上浮穴郡�万高原町�万４３８番１地先から

同町�万４３６番地先まで
旧 ７．４～９．５ ０．０４７

上浮穴郡�万高原町�万４３８番１地先から

同町�万４６１番１まで
新 ８．９～１５．６ ０．０４７

令和５年５月１９日 発行


